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１．概算要求方針

１．全体方針
（１）原子力安全確保対策の推進

原子力利用の大前提である安全確保に万全を期すために、耐震対策、高経年化対策をはじめとする

原子力施設の安全対策を重点的に進めるとともに、火災対策を含む原子力防災対策、核物質防護対策
を着実に推進する。

（２）原子力に対する国民との相互理解の促進

原子力広聴・広報については、さらに地域住民等からの信頼を得るため、国が前面に出て双方向性
を強化するとともに、事業の波及効果の向上に努めることで効率的で実効性のあるものとする。

（３）放射性廃棄物対策の推進

高レベル放射性廃棄物等の処分事業を計画的に実施するためには、早期に文献調査に着手し、これ
を着実に進める必要があることから、処分地選定を目指した国民との相互理解促進に向けた活動の推
進を図る。また、地層処分の実現に向けた基盤的な研究開発等を計画的に推進する。

（４）核燃料サイクルの推進

使用済燃料再処理技術の高度化に係る技術開発を支援する。また、民間事業者による海外における
ウラン探鉱等事業への支援等を実施するとともに、使用済MOX燃料の再処理における技術的課題につ
いて調査、検討を実施する。

（５）世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発の促進

２０３０年頃に見込まれる大規模な代替炉建設需要や海外市場の動向も注視しつつ、安全性、経済

性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を推進する。
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１．概算要求方針

１．全体方針
（６）高速増殖炉サイクルの実証・実用化に向けた取組の推進

高速増殖炉サイクルの早期実用化に向け、実証炉及び関連サイクル施設の２０２５年頃までの実
現、２０５０年より前の商業ベースでの導入を目指し、文部科学省と連携しつつ「高速増殖炉サ
イクル実用化研究開発」を推進する。

（７）原子力立地促進

安全確保を大前提としつつ原子力発電用施設等の設置及び運転の円滑化を一層進めるべく、電源

立地地域対策交付金制度の更なる改善に取り組む。

（８）原子力産業の国際展開支援及び国際協力への対応

原子力発電を導入、拡大する国に対し、原子力発電を進めるために必要な核不拡散を始めとする
法制度や体制の整備、原子力安全に関する審査や検査、原子力発電所の運転や保守等に携わる人
材の育成等の支援事業を行う。また、ＩＡＥＡ等の国際機関、ＧＩＦ等の国際的な取組への参画
を通じ、国際協力を積極的に推進する。特に、ＩＡＥＡへの拠出を通じ、原子力発電導入を検討

している国への支援を行い、核不拡散、原子力安全等の制度整備などが確実になされることを確
保する。

（９）原子力人材の育成

大学・大学院等における原子力分野の人材育成の充実を図るため、文部科学省と連携して「原子
力人材育成プログラム」を実施する。また、原子力発電分野において、メンテナンス人材の知識
・技量向上を図るための取組を行う。
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１．概算要求方針

２．重点事項

○世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発について、概念設計検討や要素技術開発など、取組
に対する中間的な総合評価を行っており、この評価を踏まえ、２０１５年度の基本設計の完了に
向けて、引き続き技術開発を推進する。

○長期にわたってエネルギー安定供給と地球温暖化対策に貢献する有力な手段として期待できる高速

増殖炉（ＦＢＲ）サイクルについて、実証プロセスへの円滑な移行に向けた研究開発の成果等を踏
まえ、２０１５年以降の実証プロセスへの円滑な移行に向けて、高速増殖炉サイクル実用化研究開
発を推進する。また、原子力発電の利用を拡大していく上で、放射性廃棄物の処分対策は必須の課
題であり、現行スケジュールを踏まえ、国は前面に立って、原子力発電環境整備機構（ＮＵＭＯ）
や事業者等と一層連携しながら、国民との相互理解を促進する取組を強化し、処分事業が円滑に実

施できるよう、必要な研究開発に着実に取り組んでいく。

○原子力発電の導入・推進の流れはますます拡大・加速し、世界的に本格化している。我が国の原子
力発電の経済成長や技術・人材の維持・強化、諸外国との共通技術基盤の確保等の観点から、国際
展開を積極的に推進することが重要である。これらを踏まえ、日本の技術や経験を活用し、世界の
原子力の発展及び安全確保に向けて中心的な役割を果たすための国際的な取組を推進する。
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２．見積もり基本方針への対応
①取組の方針
� 原子力施設に関する審査、検査の的確な実施

昨年の新検査制度の導入なども踏まえ、科学的・合理的判断に基づき、
原子力発電施設の審査・検査を厳正かつ的確に行う。

・ 耐震安全性評価の高度化
新耐震指針や中越沖地震の経験による新知見などを踏まえ、既存の原子

力施設の決定論による耐震バックチェックを進めると共に、確率論による
耐震バックチェック（残余のリスク評価）を進める。新知見を活用し耐震
評価の高度化を図る。

・ 高経年化対策
運転後40年を超える原子力発電施設が出現する状況であり、今後の60

年の供用を見こして適切な安全対策を講ずる。

� 安全研究計画に基づく安全研究の実施
最新の科学技術と知見を活用した審査基準・規格・評価手法を整備する

ため、原子力安全委員会「原子力の重点安全研究計画」を踏まえJNESが
作成した「安全研究計画」に基づく安全研究を着実に実施する。

・ もんじゅ高性能炉心及び高速増殖実証炉の安全審査に向けた検
討の開始
平成24年度以降に計画されているもんじゅ高性能炉心への変更及び平成

25年度頃に開始される高速増殖実証炉の設置許可申請に向けた準備に対し、
検討を開始する。

・ 放射性廃棄物処分の安全審査に向けた準備
高レベル放射性廃棄物等の地層処分の安全規制に必要な技術的基盤の整

備（地質関連・人工バリア関連）、立地選定の調査結果の妥当性を判断す
るための判断指標等を整備する。

� 原子力防災対策の充実
万一、原子力施設で事故が発生した場合に備え、人、組織、設備を整備

し、原子力防災対策の実効性の向上に努める。また、原子力施設における
火災防護対策の高度化を図る。

・ 原子力安全及び核セキュリティに関する国際協力
原子力発電の新規導入を計画しているアジア諸国をはじめとする国々に

対し、原子力安全規制及び核セキュリティに関する協力を行う。

②主な施策 平成2２年度予算額
� 原子力施設等安全解析事業 JNES運営費交付金 ２０７億円の内数

新耐震指針に基づく既設の原子力施設のバックチェックにおいて、クロ
スチェック解析を行う

（１）原子力安全及び核セキュリティに
関する規制並びに保障措置活動の充実

� 発電炉設計審査分野（耐震安全）の規制高度化研究事業
JNES運営費交付金 ２０７億円の内数

地震に対する原子力発電施設の信頼性を確実なものとするため、耐震
裕度等を明らかにする。

� 高経年化対策事業 JNES運営費交付金を含む ３７億円

原子力発電所の経年劣化事象に対応した保守・管理技術等の妥当性の
確認を効果的に行う等のため、安全上重要な機器に使用されている材料
の脆化、応力腐食割れ等の機器健全性評価にかかるデータベースを構築
する。

� 発電炉設計審査分野（原子炉システム安全）の規制高度化
研究事業及び発電炉設計審査分野の規制支援研究事業のう

ち高速増殖炉関係 JNES運営費交付金 ２０７億円の内数

クロスチェック解析用コードを整備するとともに、もんじゅ高性能炉
心及び高速増殖実証炉に対する技術基準整備等のための調査・検討を行
う。

� 軽水炉燃材料詳細健全性調査 １６億円

軽水炉の高度利用・長期利用に伴う燃料・材料の照射健全
性に関して、安全規制に必要な技術的知見を収集・整備す
る。

� 放射性廃棄物処分に関する研究（地層処分に関する調査）
JNES運営費交付金を含む 1３億円

地層処分にかかる地質評価手法の整備を行うとともに、安全審査に向
けた処分システムの評価手法の整備を行う。

� 原子力発電施設等緊急時対策技術等 ＪＮＥＳ運営費交付金 ２０７億

円の内数

新規施設である使用済燃料中間貯蔵施設に対するオフサイトセンター
を新たに設置する。

� 原子力発電施設等緊急時安全対策交付金 ２３億円

原子力施設立地自治体における原子力防災用資機材の整備等を支援す
る。

� 国際協力 JNES運営費交付金 ２０７億円の内数

国際的な原子力安全及び核セキュリティに関係する専門的能力を有す
る人材の育成等に関する取組を行う。 4



２．見積もり基本方針への対応
①取組の方針

� 安全性、経済性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し
得る次世代軽水炉の技術開発を推進
２０３０年前後に見込まれる既設軽水炉の大規模な代替炉需

要に対応するため、2015年までに基本設計を終了し、2025
年頃の商業ベースでの導入を目指す。

� 高速増殖炉の実証、実用化へ向けた取組
高速増殖炉（FBR）サイクルの早期実用化に向け、実証炉及

び関連サイクル施設の2025年頃までの実現、2050年より前

の商業ベースでの導入を目指す。

� 軽水炉サイクル技術の高度化のための研究開発

我が国核燃料サイクルの自主性を確立するために、再処理

技術の高度化並びに回収ウラン等の除染技術等の開発を着実に
推進する。

� ウラン資源確保を目的とする民間事業者への支援

世界におけるウラン資源獲得の激化等を鑑み、我が国が将来
にわたってウラン資源を確保できるよう、ウラン資源確保を目

的とする民間事業者への支援を実施する。

②主な施策 平成2２年度予算額

� 次世代軽水炉等技術開発費補助事業 １９億円

現在、これまでの開発成果及び進捗状況等を多面的かつ総合

的に評価しているところ。今後、開発計画への反映・見直しを
判断する予定。その結果を踏まえ、引き続き技術開発を推進す
る。

� 戦略的原子力技術利用高度化推進費補助金 16億円

我が国の厚みのある産業基盤を将来に渡って維持・発展さ
せるため、原子力を支える素材・部材メーカーが行う技術開発

（２）原子力発電及び核燃料サイクルの戦略的推進

に対する支援を実施。

� 発電用新型炉等技術開発委託費 ５６億円

実証炉等の実証施設の概念検討及びその設計・建設に必要な
実プラント技術を開発。今後、2015年以降の実証プロセスへ
の円滑な移行に向けて、炉システムの概念設計と技術実証等を

実施。

� 海外ウラン探鉱支援事業 ６．８億円

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構に補助金を交

付し、海外でウラン探鉱事業を実施する民間事業者の地質構造
調査等に対して、当該法人から助成を行うとともに、当該法人

が先導的に極めてリスクの大きい地域の調査等を実施する。

� 使用済燃料再処理事業高度化補助金 １８億円

再処理施設で用いられるガラス固化技術について、より多く
の白金族元素等を含む高レベル廃液を溶融可能な新しい性状の

ガラス及びそれに対応した新型の溶融炉を開発する。

� 高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発委託費 ３億円

次世代再処理工場で回収されるウラン等核燃料物質(高線量の

回収ウラン、高線量のMOX)を既存の軽水炉燃料サイクル施設
で取り扱い可能とするための、商業的に利用可能な除染技術の
候補を検討する。

� プルサーマル燃料再処理確証技術開発委託費 ０．２億円

プルサーマルにより発生する使用済MOX燃料の再処理におけ
る技術的課題について調査・検討を行い、国内において使用済

MOX燃料の再処理実証に係る許認可等に必要な技術的知見を収
集・整理する。
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２．見積もり基本方針への対応

①取組の方針
� 高レベル放射性廃棄物処分事業について広聴・広報の

推進

「処分事業を推進するための取組の強化策」や「原子力発電推

進行動計画」を踏まえ、一刻も早い文献調査の着手に向けて国

が前面に立った相互理解活動を推進する。

� 国民理解に資する研究開発

地層処分事業について国民との相互理解を図るため、地層処
分概念を体感できる設備を整備する。また、地層処分事業スケ
ジュールを踏まえ、地層処分技術の信頼性のより一層の向上を

目指す基盤研究開発を着実に推進する。

� 安全規制支援研究の推進
高レベル放射性廃棄物処分事業等の地層処分の安全規制に必
要な技術的基盤の整備（地質関連・人工バリア関連）、立地

選定の調査結果の妥当性を判断するための判断指標等を整備す
る。

（３）放射性廃棄物対策の着実な推進

②主な施策 平成2２年度予算額

� 放射性廃棄物等広報委託費 ４億円

地層処分事業の技術的な安全性、地域振興等をテーマとした多様

なシンポジウムやＮＰＯと連携したワークショップ等などを実施す
る。また、各種広報素材を活用したより一層の相互理解促進を図る。

� 地層処分実規模設備整備事業等委託費 ０．８億円

（独）日本原子力研究開発機構の幌延深地層研究センターを活用

して、地上と地下において人工バリアについての実証試験を行うと
ともに、その様子を国民全般はもとより、処分事業に関心を持つ地

域の方々に見学してもらうことによって、高レベル放射性廃棄物地
層処分の技術的な安全性について相互理解を深める。

� 地層処分技術調査等委託費 ２９億円

深地層の地質環境特性等を地表から調査する技術の開発、人工バ

リア等に係る工学技術や安全評価技術の開発及びＴＲＵ廃棄物の固
有核種についての評価技術開発などを着実に推進する。

� 放射性廃棄物処分安全技術調査等委託費 ９億円

地層処分にかかる地質評価手法の整備を行うとともに、安全審査

に向けた処分システムの評価手法の整備を行う。
他

高レベル放射性廃棄物の処分地選定のプロセス及び事業スケジュール

文献調査を実施
して概要調査地
区を選定

ボーリングなどの概
要調査を実施して精
密調査地区を選定
（平成２０年代中頃）

地下施設において
精密調査を実施し
て建設地の選定
（平成４０年前後）

処分施設の建設後、
処分の開始

（平成４０年代後半）

全国市町村か
らの応募

国の申入れに
対する受諾 6



２．見積もり基本方針への対応
①取組の方針

� 対象の重点化、施策効果が高いと考えられる手法の
選択などによる広聴・広報活動の一層の効果的・効
率的推進
「原子力立国計画」や「原子力発電推進行動計画」、行政事

業レビューや有識者ヒアリング等の結果に基づき、更なる選
択と集中を図るとともに、より一層の効果的・効率的な実施

の見直しを進める。

� 学校教育における原子力を含むエネルギー教育への
支援
次世代を担う子供たちが、将来においてエネルギーについて
の適切な判断と選択を行うことができるよう、エネルギー教

育の取り組み喚起及び質的向上を図る。

� 電源立地交付金制度の更なる改善
原子力発電所の新増設・リプレース、核燃料サイクル施設

の立地を促進するための更なる方策を検討や、立地地域住民
や国民との相互理解の促進と立地地域における地域振興を図
る。

（５）国民及び立地地域社会との相互理解や
地域共生を図るための活動の充実

原子力に関する国民の理解の促進を図る。

� エネルギー教育実践校事業 総合エネルギー広聴・広報・教育

事業の内数 １億円

原子力を含むエネルギー全般についてバランスよく学習でき

るよう、選定校のエネルギー教育実践を支援するもの。

平成１４年度から実施しており、平成２１年度には、１５８校
で生徒数約５．７万人を対象としてエネルギー教育を実施。

� 電源立地地域対策交付金 １，０９７億円

原子力発電用施設等と電源地域との共生を図るためには、電

源地域の振興が必要不可欠。原子力発電用施設の設置及び運転の
円滑化を図るため、引き続き所要の額を確保。

� 原子力発電施設立地地域共生交付金 １２億円

運転年数が３０年を超える高経年化を対象に交付金を交付し、

原子力発電所の長期的な運転の円滑化を図るため、引き続き所要
の額を確保。

� 核燃料サイクル交付金 ４１億円

プルサーマル同意等があった原子力発電所等に交付金を交付

し核燃料サイクルの推進を図るため、引き続き所要の額を確保。

� 広報・安全等対策交付金１２億円

①広報・安全等対策事業、②原子力広報研修施設整備事業、
③温排水影響事業等に要する費用に充てるため、立地及び立地

予定の道県に交付金を交付する。

②主な施策 平成2２年度予算額

� 広聴・広報事業１２億円

原子力政策を着実に推進するため、国がより前面に出て、シン
ポジウムなどの参加者との双方向性を強化し、事業の波及効果の向

上に努めることで効率的かつ効果的な広聴・広報活動を展開する。
また、地元住民をはじめ国民の核燃料サイクルや原子力発電・プル
サーマル等に対する理解促進を図る。

� 原子力教育推進事業０．８億円

文部科学省と連携して、原子力に関する副読本の普及、教育職
員セミナーの実施を通じて、教育現場における原子力教育を推進す
ることで、原子力発電や放射線といった事柄について、次世代層に

対し、正しい知識に基づき主体的な判断を行えるよう環境を整備し、 7



２．見積もり基本方針への対応

①取組の方針

� 定期検査等メンテナンス業務を担う現場人材の育成

原子力発電によるエネルギーの安定確保を維持するには、

高経年化や設備利用率の向上のための技術力の向上や現場作
業技術の技術継承等を着実にすることが必要不可欠。

このためシニア人材の活用等によるメンテナンス業務を
担う現場技能者育成の取組を支援。

� 「原子力人材育成プログラム」による大学等におけ
る原子力分野の人材育成

文部科学省と連携して実施している「原子力人材育成プ

ログラム」を通じて、産業界のニーズを踏まえた実践的な教
育や原子力の立地地域の関連産業との連携強化による大学・
高専における人材育成の取組を支援。

（６）持続可能な原子力利用を目指した
研究開発の推進と人材の育成・確保

②主な施策 平成2２年度予算額

� 原子力関係人材育成事業 ０. ３億円

地域のニーズや多様性を踏まえつつ、設備利用率向上や高
経年化対応のための技術力の向上やシニア人材を活用した世

代交代に伴う現場作業技術の継承対策等、現場技能者育成の
ための先進的取組を支援。

� 原子力人材育成プログラム事業 １．５億円

平成１９年度より文部科学省と連携して実施している原子

力人材育成プログラムは、これまで行われていなかった原子
力教育や研究が実施されるなど、大学・高専における自主的

な活動の呼び水となっている。必要な制度の改善を図り、原
子力分野で活躍できる人材の育成を目指した大学等の取組み
を支援。
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２．見積もり基本方針への対応

①取組の方針

� 原子力発電導入国・拡大国への基盤整備支援

ベトナム、インドネシア、カザフスタン等が原子力発電を導入
する際に必要とされる核不拡散や原子力安全などを確保するため
の法制度や体制の整備等基盤整備を幅広く支援

� 原子力発電導入・拡大国への安全に関する人材育成支援
原子力発電を導入、拡大しようとする国々における原子力発電

所の運転や保守に必要な人員の訓練や規制当局担当者の安全審査
実務の伝授等安全に係る人材育成を支援

� 原子炉の技術開発に関する国際協力
GIF等への参画を通じ、第４世代炉に関する技術や多様なニー

ズに対応できる革新的な原子炉技術の開発を国際協力の下で支援

� IAEAへの拠出
IAEAへの拠出を通じ、原子力発電導入を検討しているIAEA加

盟国における、核不拡散、原子力安全等への対応がなされるこ
との確保、原子力に関する情報を正しく伝えるためのコミュニ

ケーション能力の確保、及び原子力発電に関する知識管理の確
保

� OECD／ＮＥＡへの拠出

OECD／ＮＥＡへ、特別拠出を行い、原子力発電、核燃料サイ
クル、放射性廃棄物、原子力施設等の安全性に関する調査等の実

施

（７）原子力平和利用の厳正な担保と
国際社会との係わりの充実

②主な施策 平成2２年度予算額

� 原子力発電導入基盤整備事業補助金１億円

原子力発電新規導入・拡大検討国における核不拡散体制、安

全規制体制、原子力損害賠償制度の整備等原子力発電導入のた
めの基盤整備が当該国において適切に実施されることを可能と

するため、我が国専門家の派遣、当該国からの専門家の招聘、
セミナー・ワークショップの開催等を行い、これらに携わる人
材の育成を中心とした基盤整備支援事業に対して補助を行う。

� 革新的実用原子力技術開発費補助金 ２．６億円の内数

「国際協力分野」として、GIF等を通じた革新的原子炉（超臨
界圧水冷却炉）の技術開発や、国際的な原子力の研究開発及び
利用拡大に貢献する。

� 原子力関連知識管理拠出金 ０．６億円

国際的に原子力発電の利用の継続や拡大が促進されるよう、
ＩＡＥＡにおいて各加盟国が持つ原子力発電に関する知識を蓄
積し、当該知識の有効活用に必要なシステムを構築する等の事

業を支援する。また、我が国から専門家を派遣し、本事業の適
切な管理、セミナーやワークショップの開催、本事業に関連す

る出版物の作成等を行うとともに、本事業の成果を我が国の原
子力発電に関する技術や知識の継承に活用する。

� 経済協力開発機構原子力機関拠出金 １億円

ＯＥＣＤ／ＮＥＡの場において、原子力発電、核燃料サイクル、
放射性廃棄物、原子力安全規制等、国際的な知見・経験を結集

して取り組むべき共通の課題の解決を目的とした各国の専門家
からなる会合を開催し、その成果を我が国の原子力政策遂行に
活用する｡
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